
平成 29 年 2 月

平成 29 年度 平成 38 年度

１．事業概要

（１）

① 施　設

② 使　用　料

3,614 円 3,974 円

3,614 円 4,128 円

3,614 円 4,182 円

*1　「広域化」とは、一部事務組合による事業実施等の他の自治体との事業統合、流域下水道への接続を指す。
　　 「共同化」とは、複数の自治体で共同して使用する施設の建設（定住自立圏構想や連携中枢都市圏に基づくものを含む）、広域化・共同化を推進するための計画に基づき実
施する施設の整備（総務副大臣通知）、事務の一部を共同して管理・執行する場合（料金徴収等の事務の一部を一部事務組合によって実施する場合等）を指す。
　　 「最適化」とは、①他の事業との統廃合、②公共下水・集排、浄化槽等の各種処理施設の中から、地理的・社会的条件に応じて最適なものを選択すること（処理区の統廃合を
含む。）、③施設の統廃合（処理区の統廃合を伴わない。）を指す。

条 例 上 の 使 用 料 *2
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度
実 質 的 な 使 用 料 *3
（ ２ ０ ㎥ あ た り ）

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

平成25年度

平成26年度 平成26年度

平成27年度 平成27年度

一般家庭用使用料体系の
概 要 ・ 考 え 方

使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水量に対し、下記に定める額によって算出された合計額に消費税を加
算して徴収する。
基本料金　10㎥まで1,904円　超過料金は１㎥につき171円

業 務 用 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

使用料の額は、毎使用月において使用者が排除した汚水量に対し、下記に定める額によって算出された合計額に消費税を加
算して徴収する。
基本料金　20㎥まで4,000円　超過料金は１㎥につき171円

そ の 他 の 使 用 料 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

無し

～計 画 期 間 ：

処 理 区 域 内 人 口 密 度

処 理 場 数

流 域 下 水 道 等 へ の
接 続 の 有 無

24.2人/ha

２処理場

無し

処 理 区 数 ２処理区

広域化・共同化・最適化
実施状況*1

　実施していない。

*2　条例上の使用料とは、一般家庭における２０㎥あたりの使用料をいう。

*3　実質的な使用料とは、料金収入の合計を有収水量の合計で除した値に２０㎥を乗じたもの（家庭用のみでなく業務用を含む）をいう。

別添２－２

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法非適用企業

黒潮町集落排水処事業

蜷川地区：平成13年度(16年)
出口地区：平成15年度(14年)

高知県黒潮町

農業集落排水事業

事業の現況

供 用 開 始 年 度
（ 供 用 開 始 後 年 数 ）

団 体 名 ：

事 業 名 ：

策 定 日 ：



③ 組　織

（２） 民 間 活 力 の 活 用 等

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

※直近の経営比較分析表（「公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

※添付した「経営比較分析表」に補足事項等がある場合は記載すること。

職 員 数 無し

黒潮町　担当部局：農業振興課

無し

無し

資 産 活 用 の 状 況

 ア　民間委託
　　　（包括的民間委託を含む）

 ア　エネルギー利用
　　　（下水熱・下水汚泥・発電等）　*4

 イ　土地・施設等利用
　　　（未利用土地・施設の活用等）　*5

*4　「エネルギー利用」とは、下水汚泥･下水熱等、下水道事業の実施に伴い生じる資源(資産を含む)を用いた収入増につながる取組を指す。
*5　「土地・施設等利用」とは、土地･建物等、下水道事業の実施に不可欠な資産を用いた、収入増につながる取組を指す（単純な売却は除く）。

事 業 運 営 組 織

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ

無し

無し

 イ　指定管理者制度

無し

民 間 活 用 の 状 況



２．経営の基本方針

３．投資・財政計画（収支計画）

（１）

※ 赤字がある場合には（３）において、その解消方法が示されていることが必要

① 収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　
　基本的に新たな投資は行わない。現状の施設、設備で対応する。

　ただし、今後、現状のサービスを維持するために、最低限の設備更新、メンテナンスは行う。それでも多額の修繕費を要する場合は、実
施年度を調整し、年度毎の負担を抑えるべく調整を行う。

　黒潮町では農業集落排水事業に関しては、平成27年度に町として事業存続の可否について検討を行い、事業の存続を決定している。

　ここで町としては可能な限り事業収支の赤字幅を小さくし、町からの繰入金を抑えたい思いがある。

　事業の存続を図る上では、より健全な事業収支の実現、それに向けた取組は不可避である。

　そのためには事業収支においては少なくとも｢修繕費を除いた汚水処理費を使用料収入で賄える状況｣にすべきと考える。そのために利
用料金の値上げは有力な案の一つであり、具体的な内容について検討を始めなければならない。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

　使用者が減少傾向に有り、これに伴い使用料収入も減少することが予想される。そのため使用料収入を一定額(少なくとも平成27年度水
準)確保するためには、使用料金の値上げを検討せざるを得ない。

　今後、発生する大口のメンテナンス、修繕に農山漁村地域整備交付金(農業集落排水事業)を活用する。これにより町の負担額が大幅に
減ると期待される。

　
　基本的に事業収支は赤字でも、一定数の使用者がいる限り施設の稼働は止められない。よって恒常的に施設の稼働費、維持管理費は
発生する。それゆえ事業に伴う施設、設備の維持管理(例えば管路の修繕、モーター等の修理等)に必要ならば応分の投資は行う。

　動力費や薬品費は適正な運用により現状維持に努める。

　委託費に関しても業者への委託費は現状の内容を維持する。

　修繕費に関しては平成26年度に｢今後、想定されるメンテナンス費についての検討｣を行った。今後の修繕に関しては検討で得られた設
備の更新スケジュールに基づいて粛々と取り組む。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況
*　処理区ごとに考え方が異なる場合は、処理区ごとに記載すること

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

４． 経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

無し

無し

無し

無し広域化・共同化・最適化に関する事項

その他の取組

民間活力の活用に関する事項
（PPP/PFIなど）

投資の平準化に関する事項

資産活用による収入増加
の取組について

その他の取組 無し

無し

平成33年度実施を目標として、利用料金の値上げを検討する。使用料の見直しに関する事項

 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字
の解消に向けた取組の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

*　（１）において黒字の場合においても、投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その
内容等を記載すること。

民間活力の活用に関する事項
（包括的民間委託等の民間委託、指定管理者制

度、PPP/PFIなど）
無し

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

　進捗管理（モニタリング）や見直し（ローリング）等の経営戦略の事後検証、更新等は平成31年
度を目標として行う。

職員給与費に関する事項 無し

動力費に関する事項 適正な設備運用により動力費を抑制する。

修繕費に関する事項
大口のメンテナンスには農山漁村地域整備交付金(農業集落排水事業)を活用する。交付金は平成
32年度から提供される予定のため、それまでの期間の維持管理費は汚水処理サービスを維持する
ことを前提に極力抑える。それゆえ日々のメンテナスにこれまで以上に取り組む。

委託費に関する事項 現状の委託内容を維持する。

その他の取組 無し

薬品費に関する事項 適正な維持管理により動力費を抑制する。



蜷川及び出口地区農業集落排水事業　経営比較分析表
単位：千円

H23 H24 H25 H26 H27

蜷川 322 311 303 293 281

出口 393 396 397 390 368

計 715 707 700 683 649

(ha) 23 23 23 23 23

(人) 608 601 598 585 557

(人) 349 345 347 345 320

(㎥/日) 88 88 87 86 84

(㎥/日) 238 238 238 238 238

(㎥/日) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

(㎥/日) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

(km) 8 8 8 8 8

(km)

(千円) 300 300 200 100 0

(千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

(千円) 30,000 29,400 29,700 30,100 29,900

(千円) 504 692 684 602 535

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 37,555 37,303 37,313 37,433 37,108

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 12 25 2 20 2

光熱水費他 (千円) 1,659 1,690 1,831 1,901 1,817

修繕費 (千円) 855 993 961 863 590

計 (千円) 2,514 2,683 2,792 2,764 2,406

(千円) 1,108 1,009 1,004 1,023 1,032
維持管理等委託 (千円) 5,102 5,141 5,141 5,285 5,285

その他 (千円) 0 0 0 0 0

計 (千円) 5,102 5,141 5,141 5,285 5,285

(千円) 20 20 31 66 20

(千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

(千円) 19,523 19,522 19,891 20,267 20,650

(千円) 8,585 8,220 7,851 7,475 7,091

(千円) 28,108 27,742 27,742 27,742 27,742

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 36,863 36,619 36,711 36,898 36,486
収支差引額 (千円) 692 684 602 535 622

(千円) 20,829 21,017 21,017 21,017

(千円) △ 8,571 △ 8,683 △ 9,083 △ 8,883

(千円) 443,683 424,161 404,270 384,004 363,353

経営指標(法非適用企業：下水道事業)

収益的収支比率 (％) 101.9 101.9 101.6 101.4 101.7

① (千円) 37,555 37,303 37,313 37,433 37,108

② (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

③ (千円) 28,108 27,742 27,742 27,742 27,742
企業債残高対事業規模比率 (％) 6,127.6 5,711.8 5,566.4 5,337.3 4,996.8

① (千円) 443,683 424,161 404,270 384,004 363,353

② (千円) 30,000 29,400 29,700 30,100 29,900

③ (千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

④ (千円) 0 0 0 0 0

⑤ (千円) 0 0 0 0 0

経費回収率 (％) 77.1 77.9 75.0 72.4 76.3

① (千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

② (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

汚水処理原価 (円/㎥) 27 26 26 29 27

① (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

② (㎥) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

施設利用率 (％) 37.0 37.0 36.6 36.1 35.3

① (㎥) 88 88 87 86 84

② (㎥) 238 238 238 238 238

水洗化率 (％) 57.4 57.4 58.0 59.0 57.5

① (人) 349 345 347 345 320

② (人) 608 601 598 585 557

管渠改善率 (％) 0 0 0 0 0

① (km) 0 0 0 0 0

② (km) 8 8 8 8 8

科目
実績

地区人口

処理概要

処理区域面積

区域内人口

処理人口(水洗化人口)

現在晴天時平均処理水量

現在処理能力(晴天時)

年間総処理水量

年間有収水量

下水道管敷設延長

当年度改善管渠延長

歳入－歳出

歳入

分担金及び負担金

計

使用料及び手数料

繰入金(町持出)

繰越金

雑収入

計

歳出

事業費

報奨金

旅費

需用費

役務費

委託費

その他

計

公債費

元金

利子

計

予備費

実質収支
交付税

交付税－繰入金

現在水洗便所設置済人口

雨水処理負担金

：①÷②×100

下水道使用料

汚水処理費(公費負担分を除く)

：①÷②×100

汚水処理費(公費負担分を除く)

年間有収水量

：①÷②×100

現在晴天時平均処理水量

晴天時現在処理能力

：①÷②×100

地方債現在高合計

現在処理区域人口

老朽化の
状況

：①÷②×100

(改善･改良･維持)管渠延長

下水道敷設延長

経営の健
全性･効
率性

：①÷(②＋③)×100

総収益

総費用

地方債償還金

：(①-②)÷(③-④-⑤×100

地方債現在高合計

一般会計負担額

営業収益

受託工事収益



様式第２号(法非適用企業)

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
平 成

26 年 度
27 年 度

1 (A) 36,731 36,573 38,068 35,923 55,293 42,193 64,815 60,706 53,393 91,769 95,248 37,080 142,438

（１） (B) 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

ア 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

イ (C)

ウ

（２） 30,100 29,900 31,520 29,521 48,995 36,020 58,747 52,952 45,748 84,232 87,820 29,733 135,199

ア 30,100 29,900 31,520 29,521 48,995 34,520 49,102 45,269 40,492 66,173 67,591 29,733 99,611

イ 1,500 9,645 7,683 5,256 18,059 20,229 35,588 →国交付金を計上

２ (D) 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 15,901 27,379 23,442 18,581 44,179 48,513 8,054 79,223

（１） 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 15,901 27,379 23,442 18,581 44,179 48,513 8,054 79,223

ア

イ 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 12,901 27,379 23,442 18,581 44,179 45,513 8,054 79,223

（２）

ア

イ

３ (E) 27,574 27,829 27,792 27,792 27,792 26,292 37,437 37,264 34,812 47,589 46,735 29,026 63,215

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,281 25,907

（１）

（２） (H) 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,281 25,907

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,281 △ 25,907

(J) △ 167 87 50 50 50 △ 1,450 9,695 9,522 7,070 19,848 18,993 1,745 37,308

(K)

(L) 602 535 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

(M)

(N) 435 622 600 600 600 △ 900 10,245 10,072 7,620 20,398 19,543 2,295 37,858

(O)

(P)

(Q)

(Q)
(B)-(C)

(A)
(D)+(H)

(S) 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 384,004 363,353 342,312 320,872 299,025 276,764 254,080 230,965 207,410 183,408 158,948 134,487 110,945

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
平 成

26 年 度
27 年 度

37年度

投資･財政計画(収支計画)

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100

赤 字 比 率 （ ×100 ）

115 128 125 135

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

100 100 100 97 118 119 105

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 37年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

33年度 34年度 35年度



蜷川及び出口地区農業集落排水事業　経営比較分析表
単位：千円

H23 H24 H25 H26 H27

蜷川 322 311 303 293 281

出口 393 396 397 390 368

計 715 707 700 683 649

(ha) 23 23 23 23 23

(人) 608 601 598 585 557

(人) 349 345 347 345 320

(㎥/日) 88 88 87 86 84

(㎥/日) 238 238 238 238 238

(㎥/日) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

(㎥/日) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

(km) 8 8 8 8 8

(km)

(千円) 300 300 200 100 0

(千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

(千円) 30,000 29,400 29,700 30,100 29,900

(千円) 504 692 684 602 535

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 37,555 37,303 37,313 37,433 37,108

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 12 25 2 20 2

光熱水費他 (千円) 1,659 1,690 1,831 1,901 1,817

修繕費 (千円) 855 993 961 863 590

計 (千円) 2,514 2,683 2,792 2,764 2,406

(千円) 1,108 1,009 1,004 1,023 1,032
維持管理等委託 (千円) 5,102 5,141 5,141 5,285 5,285

その他 (千円) 0 0 0 0 0

計 (千円) 5,102 5,141 5,141 5,285 5,285

(千円) 20 20 31 66 20

(千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

(千円) 19,523 19,522 19,891 20,267 20,650

(千円) 8,585 8,220 7,851 7,475 7,091

(千円) 28,108 27,742 27,742 27,742 27,742

(千円) 0 0 0 0 0

(千円) 36,863 36,619 36,711 36,898 36,486
収支差引額 (千円) 692 684 602 535 622

(千円) 20,829 21,017 21,017 21,017

(千円) △ 8,571 △ 8,683 △ 9,083 △ 8,883

(千円) 443,683 424,161 404,270 384,004 363,353

経営指標(法非適用企業：下水道事業)

収益的収支比率 (％) 101.9 101.9 101.6 101.4 101.7

① (千円) 37,555 37,303 37,313 37,433 37,108

② (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

③ (千円) 28,108 27,742 27,742 27,742 27,742
企業債残高対事業規模比率 (％) 6,127.6 5,711.8 5,566.4 5,337.3 4,996.8

① (千円) 443,683 424,161 404,270 384,004 363,353

② (千円) 30,000 29,400 29,700 30,100 29,900

③ (千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

④ (千円) 0 0 0 0 0

⑤ (千円) 0 0 0 0 0

経費回収率 (％) 77.1 77.9 75.0 72.4 76.3

① (千円) 6,751 6,911 6,729 6,631 6,673

② (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

汚水処理原価 (円/㎥) 27 26 26 29 27

① (千円) 8,755 8,877 8,970 9,157 8,745

② (㎥) 32,176 34,475 33,864 32,125 31,914

施設利用率 (％) 37.0 37.0 36.6 36.1 35.3

① (㎥) 88 88 87 86 84

② (㎥) 238 238 238 238 238

水洗化率 (％) 57.4 57.4 58.0 59.0 57.5

① (人) 349 345 347 345 320

② (人) 608 601 598 585 557

管渠改善率 (％) 0 0 0 0 0

① (km) 0 0 0 0 0

② (km) 8 8 8 8 8

科目
実績

地区人口

処理概要

処理区域面積

区域内人口

処理人口(水洗化人口)

現在晴天時平均処理水量

現在処理能力(晴天時)

年間総処理水量

年間有収水量

下水道管敷設延長

当年度改善管渠延長

歳入－歳出

歳入

分担金及び負担金

計

使用料及び手数料

繰入金(町持出)

繰越金

雑収入

計

歳出

事業費

報奨金

旅費

需用費

役務費

委託費

その他

計

公債費

元金

利子

計

予備費

実質収支
交付税

交付税－繰入金

現在水洗便所設置済人口

雨水処理負担金

：①÷②×100

下水道使用料

汚水処理費(公費負担分を除く)

：①÷②×100

汚水処理費(公費負担分を除く)

年間有収水量

：①÷②×100

現在晴天時平均処理水量

晴天時現在処理能力

：①÷②×100

地方債現在高合計

現在処理区域人口

老朽化の
状況

：①÷②×100

(改善･改良･維持)管渠延長

下水道敷設延長

経営の健
全性･効
率性

：①÷(②＋③)×100

総収益

総費用

地方債償還金

：(①-②)÷(③-④-⑤×100

地方債現在高合計

一般会計負担額

営業収益

受託工事収益



様式第２号(法非適用企業)

（単位：千円，％）
年　　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
平 成

26 年 度
27 年 度

1 (A) 36,731 36,573 38,068 35,923 55,293 42,193 64,815 60,706 53,393 91,769 95,248 37,080 142,438

（１） (B) 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

ア 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

イ (C)

ウ

（２） 30,100 29,900 31,520 29,521 48,995 36,020 58,747 52,952 45,748 84,232 87,820 29,733 135,199

ア 30,100 29,900 31,520 29,521 48,995 34,520 49,102 45,269 40,492 66,173 67,591 29,733 99,611

イ 1,500 9,645 7,683 5,256 18,059 20,229 35,588 →国交付金を計上

２ (D) 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 15,901 27,379 23,442 18,581 44,179 48,513 8,054 79,223

（１） 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 15,901 27,379 23,442 18,581 44,179 48,513 8,054 79,223

ア

イ 9,157 8,745 10,276 8,131 27,501 12,901 27,379 23,442 18,581 44,179 45,513 8,054 79,223

（２）

ア

イ

３ (E) 27,574 27,829 27,792 27,792 27,792 26,292 37,437 37,264 34,812 47,589 46,735 29,026 63,215

1 (F)

（１）

（２）

（３）

（４）

（５）

（６）

（７）

２ (G) 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,281 25,907

（１）

（２） (H) 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,742 27,281 25,907

（３）

（４）

（５）

３ (I) △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,742 △ 27,281 △ 25,907

(J) △ 167 87 50 50 50 △ 1,450 9,695 9,522 7,070 19,848 18,993 1,745 37,308

(K)

(L) 602 535 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550 550

(M)

(N) 435 622 600 600 600 △ 900 10,245 10,072 7,620 20,398 19,543 2,295 37,858

(O)

(P)

(Q)

(Q)

(B)-(C)

(A)

(D)+(H)

(S) 6,631 6,673 6,548 6,402 6,298 6,173 6,069 7,754 7,645 7,537 7,428 7,347 7,238

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 384,004 363,353 342,312 320,872 299,025 276,764 254,080 230,965 207,410 183,408 158,948 134,487 110,945

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前々年度 前年度

区 分
平 成

26 年 度
27 年 度

37年度

投資･財政計画(収支計画)

38年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 33年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

34年度 35年度 36年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ） 100 100

赤 字 比 率 （ ×100 ）

115 128 125 135

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

100 100 100 97 118 119 105

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額

健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した

資 金 不 足 比 率
(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

36年度 38年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 37年度

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

33年度 34年度 35年度
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